
証券コード　7037
2020年３月10日

株　主　各　位
福 岡 市 博 多 区 上 呉 服 町 1 0 番 1 0 号
株式会社テノ．ホールディングス

代表取締役社長 池　内　比呂子
第５期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第５期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2020年３月24日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い
申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2020年３月25日（水曜日）午前10時
２．場 所 福岡市博多区住吉１丁目２番82号

グランド・ハイアット・福岡　２階　「SAVOY ‐サボイ‐」
（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご
案内図」をご参照のうえ、お間違えのないようにご注意ください。）
（電話）092‐282‐2800

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第５期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）事業報告、連結計算書

類の内容報告並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第５期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）計算書類の内容報告の

件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役６名選任の件

以　上
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://teno.co.jp/）に掲載させてい
ただきます。
　当日は、お土産をご用意しておりますが、議決権行使書用紙の枚数にかかわらず、ご出席の株主お
一人様に対し１個とさせていただきます。
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と位置づけ、将来の事業展開に備えた財務
体制・強化を図りつつ、安定した配当を継続することを基本方針としております。
　上記の基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、１株につき８円とさせていただきたく
存じます。

（1）配当財産の種類
金銭といたします。

（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金８円　　総額は37,173,600円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2020年3月26日
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第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由

　法改正により定款記載の内容について所要の整備を行うものであります。
２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案
(目的）
第２条　（条文省略）
１.～５.（条文省略）
６．労働者派遣法に基づく労働者派遣事業
７.～８.（条文省略）
２　（条文省略）

（目的）
第２条　（現行どおり）
１.～５.（現行どおり）
６．労働者派遣法に基づく一般労働者派遣事業
及び特定労働者派遣事業
７.～８.（現行どおり）
２　（現行どおり）
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第３号議案　取締役６名選任の件
　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営の透明
性と健全性を高め、コーポレートガバナンスの更なる強化を目的として社外取締役１名を増員し、取
締役６名の、選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

１
再 任

い け う ち  　 　 　 　 ひ ろ こ

池内　比呂子
（1959年４月２日）

1981
1996
1999

2015
2016

年
年
年

年
年

４
９
７

12
６

月
月
月

月
月

ジャーディン・マセソンアンドカンパニー入社
花村咲（個人事業のお弁当屋）開業　代表
有限会社ドウイット（現株式会社テノ．コーポレーショ
ン）設立代表取締役社長（現任）
当社代表取締役社長（現任）
株式会社テノ．サポート代表取締役（現任）

923,400株

２
再 任

よ し

吉
の

野
 

　
は る

晴
ひ こ

彦
（1965年10月30日）

1990
2010
2011
2012
2013
2013
2014
2016
2018
2019

年
年
年
年
年
年
年
年
年
年

４
４
８
８
３
９
12
12
４
１

月
月
月
月
月
月
月
月
月
月

株式会社東京銀行（現株式会社三菱ＵＦＪ銀行）入行
ジェイ・マウンテンズ・グループ株式会社入社
中部スノーアライアンス株式会社取締役
株式会社マックアースリゾート北海道取締役社長
東和観光株式会社取締役
飛騨森林都市企画株式会社取締役
株式会社マックアース取締役国際事業部長
当社取締役管理本部長兼経営企画室長
当社取締役管理本部長兼経営企画部長
当社取締役管理本部長（現任）

22,200株

３
再 任

つ ち

土
や

屋
 

　
え つ

悦
こ

子
（1962年12月５日）

1983
1988
1988
2002

2009
2015
2016

2018
2019

年
年
年
年

年
年
年

年
年

４
４
11
７

４
12
12

４
１

月
月
月
月

月
月
月

月
月

学校法人八女ルンビニー学園入社
株式会社福岡放送入社
日本モトローラ株式会社入社
有限会社ドウイット（現株式会社テノ．コーポレーショ
ン）入社
株式会社テノ．コーポレーション取締役
当社取締役（現任）
株式会社テノ．サポート取締役事業本部長兼コーディネ
ート・派遣事業部長
同社取締役事業本部長兼人材開発部長
同社取締役人材開発部長（現任）

28,800株
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

４
再 任

ふ く

福
し

士
 

　
いずみ

泉
（1958年４月26日）

1979
1990
1991
1997
2006
2009
2015
2019

年
年
年
年
年
年
年
年

４
４
11
12
６
４
12
１

月
月
月
月
月
月
月
月

株式会社海プロダクション入社
株式会社菱栄ライフサービス入社
株式会社西武百貨店（現株式会社そごう・西武）入社
株式会社カトウコーポレーション入社
株式会社テノ．コーポレーション入社
同社取締役事業本部長兼人材開発部長
当社取締役（現任）
株式会社テノ．コーポレーション取締役人材開発部長
（現任）

28,800株

５
再 任

わ た

渡
な べ

辺
 

　
あ き

顯
よ し

好
（1942年８月10日）

1966

1996
1998
2001
2002
2008
2009
2011
2011
2017

年

年
年
年
年
年
年
年
年
年

４

６
６
６
６
６
６
６
６
10

月

月
月
月
月
月
月
月
月
月

トヨタ自動車工業株式会社（現トヨタ自動車株式会社）
入社
同社取締役
トヨタ自動車九州株式会社取締役
トヨタ自動車株式会社常務取締役
トヨタ自動車九州株式会社代表取締役社長
同社代表取締役会長
九州電力株式会社社外取締役（現任）
トヨタ自動車九州株式会社相談役
株式会社九電工社外取締役（現任）
当社社外取締役（現任）

0株

６
新 任

や な

柳
せ

瀬
 

　
た か

隆
し

志
（1976年４月17日）

2000年 ４ 月 三井物産株式会社入社

0株

2008年 １ 月 嘉穂無線株式会社(現株式会社グッデイ)入社
2008年 ２ 月 嘉穂無線ホールディングス株式会社入社
2011年 ６ 月 株式会社イーケイジャパン代表取締役社長
2016年 ６ 月 嘉穂無線ホールディングス株式会社代表取締役社長（現

任）
2016年 ６ 月 株式会社グッデイ代表取締役社長（現任）
2016
2017

年
年

６
４

月
月

株式会社イーケイジャパン代表取締役会長（現任）
株式会社カホエンタープライズ代表取締役社長（現任）

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．渡辺顯好氏、柳瀬隆志氏は、社外取締役候補者であります。
３．社外取締役候補者に関する事項は、以下のとおりであります。

１）独立役員について
当社は、渡辺顯好氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に
届け出ております。再任が承認された場合には、当社は引き続き独立役員とする予定であります。
当社は、柳瀬隆志氏の選任が承認された場合、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。

２）当社は、渡辺顯好氏との間で会社法第425条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しております。当該契約における損害賠償責任の限度額は、会社法第
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425条第１項に定める最低責任限度額であり、渡辺顯好氏の再任が承認された場合は、同氏との当
該契約を継続する予定であります。また、柳瀬隆志氏が選任された場合は、同氏との間で同様の責
任限定契約を締結する予定であります。

３）渡辺顯好氏及び柳瀬隆志氏を社外取締役候補者とした理由は、以下のとおりです。
渡辺顯好氏は、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の社外取締役として適
任であると判断しております。
柳瀬隆志氏は、企業の経営者として培われた豊富な経験とITやデータ活用にかかる高い見識を有し
ております。保育現場のICT環境整備を推進している当社の経営に有用なアドバイスをいただける
ものと判断しております。

４．渡辺顯好氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会の終
結の時をもって２年となります。

　以　上
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(2019年 1 月 1 日から
2019年12月31日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、各種政策の効果、企業収益や雇用・所得環境の改善
等を背景として、底堅く推移したものの、貿易摩擦による景気減速懸念等、依然として景気の
先行きは不透明な状況が続いております。
　当社グループを取り巻く事業環境は、2018年６月に政府により決定された「女性活躍加速
のための重点方針2018」により、女性活躍の場の拡大をさらに推進していくという方針のも
と、保育の受け皿確保のため、「新しい経済政策パッケージ（2017年12月閣議決定）」に基
づき、2020年度末までに32万人分の保育の受け皿整備やその他待機児童の解消に向けた施策
が行われる等、女性の就労を後押しする環境整備に強い関心が払われております。また2019
年10月に「幼児教育・保育の無償化」が実施されたことにより、保育サービスに対する需要は
今後も増加するものと見込んでおります。こうした政府の方針を受け、引き続き市場規模の拡
大が見込まれるとともに、今後も当社グループが行う事業の社会的役割は、これまで以上に重
要性を増すものと考えております。
　このような環境のもと、当社グループは高まる保育所ニーズに応えるべく、当連結会計年度
において以下のとおり新たに保育施設を開設しております。また当社グループの事業拡大に対
応するための運営体制強化に取り組み、経営の効率性と収益向上に注力いたしました。

（公的保育事業）　　　　　　　　　　　　合計１施設
認可保育所　　　　　　　　　　　　　　合計１施設

東京都 １施設（葛飾区１施設）
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（受託保育事業）　　　　　　　　　　　　合計10施設
企業内・病院内保育施設　　　　　　　　合計３施設

福岡県 ２施設（福岡市１施設、宮若市１施設）
大阪府 １施設（枚方市１施設）

　学童保育施設　　　　　　　　　　　　　合計１施設
福岡県 １施設（新宮町１施設）

　わいわい広場　　　　　　　　　　　　　合計６施設
福岡県 ６施設（福岡市６施設）

（その他）　　　　　　　　　　　　　　　合計１施設
　小規模認可保育所（事業所内保育事業）　合計１施設

福岡県 １施設（福岡市１施設）

　なお、当社グループを取り巻く事業環境を鑑み、限られた経営資源のより良い活用を行うこ
とを目的に、2019年３月末をもって運営を終了した施設が公的保育事業において３施設あり
ます。また委託期間満了等により、2019年９月末までに運営を終了した施設が受託保育事業
において５施設あります。
　上記を踏まえ、2019年12月末時点の運営施設数は、公的保育事業において51施設（認可保
育所35施設、小規模認可保育所14施設、東京都認証保育所２施設）、受託保育事業において
205施設（受託保育所141施設、学童保育所33施設、わいわい広場31施設）、その他におい
て６施設（認可外保育所５施設、小規模認可保育所（事業所内保育事業）１施設）の計262施
設となっております。

　この結果、当連結会計年度における、売上高は10,050,775千円（前連結会計年度比6.9％
増）、営業利益は485,703千円（同42.6％増）、経常利益は460,698千円（同56.6％増）、
親会社株主に帰属する当期純利益は287,277千円（同76.0％増）となりました。

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。なお、記載のセグメントの業績はセグメン
ト間取引の相殺前の数値であります。
（公的保育事業）
　公的保育事業におきましては、当連結会計年度において認可保育所１施設を新規に開設いた
しました。また各既存施設において、保育の質の向上及び効率的な運営の充実に注力いたしま
した。この結果、当連結会計年度における売上高は6,064,347千円（前連結会計年度比6.4％
増）、セグメント利益は663,251千円（同38.6％増）となりました。
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（受託保育事業）
　受託保育事業におきましては、企業・病院等が設置する保育施設の新規受託や学童保育所や
わいわい広場の新規受託の営業活動に注力し、新規に10施設（受託保育所３施設、学童保育所
１施設、わいわい広場６施設）の運営を開始いたしました。また各既存施設において、保育の
質の向上及び効率的な運営の充実に注力いたしました。この結果、当連結会計年度における売
上高は3,551,959千円（前連結会計年度比9.4％増）、セグメント利益は176,514千円（同
2.6％減）となりました。
（その他）
　その他におきましては、幼稚園や保育所に対する保育人材の派遣事業への注力や小規模認可
保育所（事業所内保育事業）１施設の新規開設等を行いました。この結果、当連結会計年度に
おける売上高は446,066千円（前連結会計年度比6.5％減）、セグメント利益は7,299千円（同
35.0％減）となりました。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度は、公的保育事業における新規認可保育所の設備投資及び東京都認証保育所
から小規模認可保育所への形態変更に伴う設備投資を中心に、有形固定資産の取得による支出
329,518千円を実施しました。主な内容は下記のとおりであります。

保　育　所　名 保育所の種類 開　設　日

 ほっぺるランド東新小岩 認可保育所 2019年４月１日

 ほっぺるランド滝野川 小規模認可保育所 2019年４月１日

③　資金調達の状況
　2019年１月21日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出しに関連して行う第
三者割当増資による新株式を発行し、92,736千円の資金調達を行いました。また当連結会計
年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より長期借入金として600,000千円の調
達を行いました。
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⑵　財産及び損益の状況

区 分
第 ２ 期

(2016年12月期)

第 ３ 期

(2017年12月期)

第 ４ 期

(2018年12月期)

第 ５ 期
(当連結会計年度)
(2019年12月期)

売 上 高 (千円) 4,776,160 6,678,939 9,403,390 10,050,775

経 常 利 益 (千円) 89,979 152,750 294,138 460,698

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 (千円) 49,388 96,636 163,237 287,277

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 14.83 29.02 48.55 62.81

総 資 産 (千円) 3,742,352 5,219,368 6,402,455 6,131,282

純 資 産 (千円) 556,497 653,133 1,435,410 1,824,772

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 167.12 196.14 327.00 392.72

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２．当社は、2018年６月29日付で普通株式１株につき200株の割合で、2019年７月１日付

で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、第２期の期首に当該株
式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定してお
ります。なお、１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に
より、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算定しており
ます。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16
日）等を当連結会計年度から適用しており、前連結会計年度に係る企業集団の財産及び損
益の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社テノ．コーポレーション 50,000千円 100.0％ 公的保育事業

株 式 会 社 テ ノ ． サ ポ ー ト 50,000千円 100.0％ 受託保育事業、その他

⑷　対処すべき課題
①　人材の確保

　当社グループ運営施設の増加に伴い、保育士、調理師、看護師等の資格を有する優秀な人材
の確保が急務となっています。特に保育士の有効求人倍率は全国的に上昇の一途を辿っており、
大都市圏を中心として年々採用が難しくなる傾向が続いております。このような中、当社グル
ープではこれまでの経験者を中心とした採用から新卒者採用にも注力し、門戸を広げておりま
す。また給与条件の改善をはじめ、業務効率化による働きやすい環境整備、研修制度の充実（海
外での研修実施等）、人事評価制度の見直し等を通じた総合的な処遇改善への取り組みを進め、
優秀な人材の確保に向けた施策を推進しております。

②　人材の育成
　当社グループでは、テノスクール（tenoschool）の運営を通じて、保育士資格取得やベビ
ーシッター向けの講座、子ども・子育て支援研修制度による自治体主催研修への講師派遣等を
通じ、外部人材の育成・教育を実施しております。また当社グループ運営施設においては、保
育のスキルアップ研修や安全・アレルギー研修等を通じ、常に質の高いサービスを提供するた
めに、人材への継続的な教育投資を実施しております。
　今後当社グループが担うべき役割や果たすべき責任は、今後ますます大きくなってくると見
込んでおり、社会的な要請や多様化するニーズに対してしっかりと応え続けるべく、人材の育
成に継続して努めてまいります。
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③　保育の質の維持・向上
　当社グループでは、公的保育事業を株式会社テノ．コーポレーションが、受託保育事業を株
式会社テノ．サポートが担っております。事業特性に応じた組織運営によりノウハウの集約を
図り、効率的・組織的な管理体制を構築しています。また、研修機会の充実や総合的な処遇改
善等による働き方改革の推進により、保育の質の維持・向上に努めてまいります。
　重ねて保育の現場では、保育士等の職員がより保育に集中できる環境作りや一人一人の児童
に対してしっかりと向き合う機会を作る仕組みの構築に努めております。具体的には、タブレ
ット機器の導入や見守りカメラの設置といった保育施設のＩＣＴ化（コンピューター技術を活
用した保育業務の支援機器等の導入）を推進しております。

④　コンプライアンスへの取り組み
　児童福祉法をはじめ、保育事業を展開するにあたって根拠となる法律・条令等の遵守は、厳
格に実施しております。また当社グループが有している施設利用者等の個人情報についても、
法律に則った取扱いを徹底しております。これらコンプライアンスへの取り組みとして、社内
規程の拡充整備を進め、社員研修等により日常的にコンプライアンスへの意識を高め、適正に
業務を遂行してまいります。

⑤　安定的な資金調達の確保と財務基盤の強化
　今後も継続的に公的保育施設の開設を進めるためには、必要な設備投資資金を安定的に確保
することが重要となります。当社グループでは、複数の金融機関との継続的取引を通じた安定
調達、財務安全性を高める諸施策の実施による財務基盤の強化を進め、安定的かつ機動的な資
金調達に努めております。

⑥　事業基盤安定化のための新規事業への着手
当社グループの公的保育事業につきましては、国及び自治体の保育所に対する政策変更等に

大きく影響を受けております。また受託保育事業につきましても、クライアント企業の業績変
動等に少なからぬ影響を受けております。一方、当社グループは、「私たちは、女性のライフ
ステージを応援します。」の経営理念のもと、女性が育児をしても、家事をしても、介護をし
てもなお、働き続けるためにはいったい何が必要なのかを基本にこれまで事業展開しており、
ベビーシッターサービス、ハウスサービス、保育人材の紹介・派遣、人材教育を担うテノスク
ール（tenoSCHOOL）、企業や病院が事業所内保育所を開園するにあたり開園に係るアドバ
イスを行うコンサルティング事業等、多様な事業を既に展開しております。
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当社グループは、公的保育事業および受託保育事業への上記の課題を踏まえ、事業基盤をよ
り整備・安定化させるために、これら既存事業の一層の拡大に加え、介護事業や経営理念に合
致した各種サービス等、当社グループの事業ドメイン（コア・コンセプト）を意識した新たな
事業を積極的に展開してまいります。

⑸　主要な事業内容（2019年12月31日現在）
事　業　区　分 事　　　　業　　　　内　　　　容

公 的 保 育 事 業 認可保育所、小規模認可保育所、認証保育所の運営

受 託 保 育 事 業 企業内・病院内等の受託保育所、学童保育所、わいわい広場の受託運営

そ の 他
幼稚園や保育所等に対する保育人材の派遣・紹介、認可外保育所の運営、
ベビーシッターサービス、ハウスサービス、テノスクール（tenoSCHOOL）の運
営、小規模認可保育所（事業所内保育事業）の運営等

⑹　主要な営業所（2019年12月31日現在）
①　当社

本 社 福岡市博多区

②　子会社

株 式 会 社 テ ノ ．
コ ー ポ レ ー シ ョ ン

本社（福岡市博多区）、東京本部（東京都港区）
沖縄支店（沖縄県沖縄市）

株式会社テノ．サポート 本社（福岡市博多区）、東京本部（東京都港区）
大阪支店（大阪市淀川区）、沖縄支店（沖縄県沖縄市）
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⑺　使用人の状況（2019年12月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況
事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

公 的 保 育 事 業 848（156）名 10名減（5名増）

受 託 保 育 事 業 730（787） 37名減（81名減）

そ の 他 39（174） 32名増（37名増）

全 社 （ 共 通 ） 26（－） 1名増（－）

合 計 1,643（1,117） 14名減（39名減）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員等
を含む。）は、最近１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部
門に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

26名（－） 1名増（－） 35.2歳 1.7年

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員等
を含む。）は、最近１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．当社子会社での勤続年数を含む平均勤続年数は2.2年となります。
３．当社は純粋持株会社であるため、セグメント別の従業員数は記載しておりません。
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⑻　主要な借入先の状況（2019年12月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 福 岡 銀 行 646,194千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 447,132

株 式 会 社 北 九 州 銀 行 409,920

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 378,343

株 式 会 社 り そ な 銀 行 353,501

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 115,500

株 式 会 社 筑 邦 銀 行 100,000

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 100,000

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（2019年12月31日現在）

①　発行可能株式総数 13,320,000株
（注）　　2019年７月１日付で普通株式１株につき３株の割合をもって株式分割を実施し、

これに伴う定款変更により発行可能株式総数を4,440,000株から13,320,000株に
変更しております。

②　発行済株式の総数 4,646,700株
（注）１．2019年１月21日を払込期日とするオーバーアロットメントによる売出しに関連し

て行う第三者割当増資による新株式発行により、発行済株式の総数は52,500株（分
割前）増加しております。

２．株式分割（１株を３株に分割）の実施により、発行済株式の総数は3,057,800株増
加しております。

３．新株予約権（ストックオプション）の行使により、発行済株式の総数は株式分割前
において13,200株、株式分割後において60,000株増加しております。

③　株主数 1,645名
④　大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 夢 源 1,500,000株 32.28％
池 　 内 　 比 呂 子 923,400 19.87
Ｇ Ｏ Ｌ Ｄ Ｍ Ａ Ｎ 　 Ｓ Ａ Ｃ Ｈ Ｓ
Ｉ Ｎ Ｔ Ｅ Ｒ Ｎ Ａ Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ Ａ Ｌ 186,600 4.01
Ｍ Ｓ Ｉ Ｐ 　 Ｃ Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ
Ｓ Ｅ Ｃ Ｕ Ｒ Ｉ Ｔ Ｉ Ｅ Ｓ 175,200 3.77
三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ キ ャ ピ タ ル ５ 号
投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 150,000 3.22
Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 64,400 1.38
上 野 将 人 60,000 1.29
ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　
Ｍ Ｅ Ｌ Ｌ Ｏ Ｎ 　 1 4 0 0 6 6 46,650 1.00
小 牧 　 進 40,200 0.86
ＢＮＹＭ　ＳＡ／ＮＶ　ＦＯＲ　ＢＮＹＭ　Ｆ
Ｏ Ｒ 　 Ｂ Ｎ Ｙ 　 Ｇ Ｃ Ｍ 　 Ｃ Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ
Ａ Ｃ Ｃ Ｏ Ｕ Ｎ Ｔ Ｓ Ｍ 　 Ｌ Ｓ Ｃ Ｂ 　 Ｒ Ｄ

34,038 0.73

（注）持株比率は自己株式（183株）を控除して計算しております。
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⑵　新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況
第 ３ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2016年12月16日

新 株 予 約 権 の 数 10個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 6,000株
(新株予約権１個につき600株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新株予約権の行使に際して出資さ
れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
110,400円

(１株当たり　184円)

権 利 行 使 期 間 2019年 1 月 1 日から
2023年12月31日まで

行 使 の 条 件 （注）２

役員の
保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 10個
目的となる株式数 6,000株
保有者数 3名

（注）１．社外取締役には新株予約権を付与しておりません。
２．第３回新株予約権の行使の条件

①本新株予約権を保有する新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使
時においても、当社または当社子会社の取締役、執行役又は従業員の地位にあることを要
するものとしております。ただし、任期満了による退任、定年退職、死亡、転籍その他当
社取締役会が正当な理由があると認めた場合にはこの限りではありません。

②本新株予約権者が行使期間前から休職しておらず、かつ本新株予約権者が行使期間中に死
亡した場合は、相続開始後１年内に限り、その相続人が当社所定の手続きに従い、当該本
新株予約権者が付与された権利の範囲内で本新株予約権を行使できるものとしております。
ただし、相続人死亡による再相続は認めないこととしております。

③本新株予約権者は、本新株予約権を、次の各号に掲げる期間において、既に行使した本新
株予約権を含めて当該各号に掲げる割合の限度において行使することができることとして
おります。この場合において、かかる割合に基づき算出される行使可能な本新株予約権の
個数につき１個未満の端数が生ずる場合には、かかる端数を切り捨てた個数の本新株予約
権についてのみ行使することができるものとすることとしております。
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イ．2019年１月１日から2020年12月31日
当該本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の総数の２分の１

ロ．2021年１月１日から2023年12月31日
当該本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の総数のすべて

　 　３．当社は2018年６月29日付で普通株式１株につき200株の割合で、2019年７月１日付で普
通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。これにより「新株予約権の目
的となる株式の種類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調
整されております。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2019年12月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 池 　 内 　 比 呂 子 株式会社テノ．コーポレーション代表取締役
株式会社テノ．サポート代表取締役

取 締 役 土 屋 悦 子 株式会社テノ．サポート取締役人材開発部長

取 締 役 福 士 　 泉 株式会社テノ．コーポレーション取締役人材開発部
長

取 締 役 吉 野 晴 彦 管理本部長

社 外 取 締 役 渡 辺 顯 好 九州電力株式会社　社外取締役
株式会社九電工社外取締役

常 勤 監 査 役 田 中 隆 一 株式会社テノ．コーポレーション監査役
株式会社テノ．サポート監査役

社 外 監 査 役 古 賀 光 雄
古賀公認会計士事務所代表
古賀マネージメント総研株式会社　代表取締役
株式会社ワールドホールディングス社外監査役
株式会社ワールドインテック社外監査役

社 外 監 査 役 宮 野 祐 輔

（注）１．取締役渡辺顯好氏は、社外取締役であります。
２．監査役古賀光雄氏、監査役宮野祐輔氏は、社外監査役であります。
３．監査役古賀光雄氏は、公認会計士資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する

ものであります。
４．2019年３月27日開催の第４期定時株主総会終結の時をもって、古賀和孝氏は監査役を辞任いたしま

した。
５．当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所及び福岡証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　責任限定契約の内容の概要
　会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役渡辺顯好氏、監査役古賀光雄氏及び監査役
宮野祐輔氏と同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契
約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

－ 19 －

会社役員の状況



③　取締役及び監査役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

5名
（1）

57,412千円
（2,850）

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

4
（3）

8,880
（4,200）

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

9
（4）

66,292
（7,050）

（注）１．上記取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与等は含まれておりません。
２．上記報酬等の額には、役員退職慰労引当金繰入額が含まれております。
３．取締役の報酬額は、2016年３月30日開催の定時株主総会において年額100,000千円以内（使用人兼

務取締役の使用人分給与を含まないほか、ストックオプションによる報酬等として年額30,000千円
以内）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、2016年３月30日開催の定時株主総会において年額20,000千円以内と決議い
ただいております。

④　社外役員に関する事項
イ．重要な兼職先である法人等と当社との関係

　社外役員の兼務先と当社との間には特別な利害関係はありません。
ロ．当事業年度における主な活動状況

区分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 渡 辺 顯 好 当事業年度に開催された取締役会19回のうち18回出席し、主に永年企業経営
に携わった豊富な経験に基づき意見・助言を行っております。

監査役 古 賀 光 雄
当事業年度に開催された取締役会19回のうち19回出席し、監査役会17回のう
ち17回出席し、主に公認会計士としての専門的見地から、当社の会計等に係る
意見・助言を行っております。

監査役 宮 野 祐 輔
2019年３月27日就任以降、当事業年度に開催された取締役会13回のうち13
回出席し、監査役会13回のうち13回出席し、主に永年企業経営に携わった豊
富な経験から適宜意見・助言を行っております。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算
出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬
等の額について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会
が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　当社は、「私たちは、女性のライフステージを応援します。」、「私たちは、コンプライアン
スを推進します。」という経営理念のもと、株主、取引先、従業員等のすべてのステークホルダ
ーから信頼される企業であり続けるため、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の重要課題
の一つと認識しております。
　当社は、この考え方に基づき、当社並びにその子会社から成る企業集団（以下、「当社グルー
プ」という。）の業務の適正を確保するための体制（以下、「内部統制システム」という。）そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりでありま
す。
①　取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

ア．コンプライアンス体制の整備強化をはかるために職務権限規程、業務分掌規程、リスク・
コンプライアンス規程及び適切な内部統制システムに関する規程を制定し、内部監査室を
設置し、当社グループの内部監査を積極的に実施することにより、コンプライアンス体制
を確保し、内部統制システムの有効性と妥当性を検証しております。

イ．健全な組織運営を目指し、内部監査室を窓口とした内部通報制度を導入しております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ア．法令や文書管理規程をはじめとする社内規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書

又は電磁的媒体（以下、「文書等」という。）に記録し、適切に管理し保存しております。
取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる体制をとっております。

イ．プライバシーマークの認証を取得し、個人情報を含む情報セキュリティの管理体制を構築
しております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．組織横断的リスク状況の監視並びに全社的対応は管理本部が行い、各部門の所管業務に付

随するリスク管理は当該部門が行うこととしております。
イ．取引先与信を定期的に見直すとともに、稟議規程その他の社内規程を適宜見直し、必要に

応じてリスク管理の観点から規程の制定及び改定を実施し、その運用状況を内部監査室が
監視する体制をとっております。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．取締役会は迅速かつ的確な経営判断を行うために少数の取締役で構成し、毎月開催するほ

か、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。
イ．取締役を中心とする経営会議において、経営に関する重要事項の報告及び対応策、並びに

コンプライアンスの遵守状況の報告について審議等を行い、経営活動の効率化をはかるこ
ととしております。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
ア．当社グループの事業ごとに、法令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と責任を負う

取締役を任命し、当社グループの取締役及び使用人に対する一層のコンプライアンスの教
育・啓蒙を推進するとともに、グループ全体のコンプライアンスを統括するコンプライア
ンス委員会を適切に運用する体制をとっております。

イ．子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、業務執行の状況を毎月開催される取
締役会及び経営会議で報告を受けております。また、重要案件については当社の事前承認
事項とすることにより、子会社の業務の適正を確保する体制をとっております。

ウ．当社の内部監査室による定期的監査を受け入れ、その報告を受ける体制をとっております。

⑥　監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並
びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

ア．現在、監査役の職務を補助すべき使用人は求めがあれば設置する方針であり、それ以外に、
内部監査室は監査役の補助として、監査役の要望した事項の内部監査を必要に応じて実施
し、その結果を監査役に報告しております。また、監査役会に関する一般事務は管理本部
が所管することとしております。

イ．監査役の職務を補助すべき使用人を設置した場合は、その補助業務について独立性を確保
しております。内部監査室が補助業務を行う場合も同様とすることとしております。また、
補助すべき使用人の任命・異動、人事評価及び懲戒等については、監査役会が指名した監
査役と取締役が事前に協議を行うこととしております。

ウ．監査役の職務を補助すべき使用人を設置した場合は、必要に応じた監査への同行等、補助
業務の遂行に問題が生じないように対応しております。
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⑦　当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に
関する体制、報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

ア．当社グループの取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社グループ
に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンスに関わる事項等を必
要に応じて速やかに報告しております。

イ．報告の方法については、リスク・コンプライアンス管理規程並びに内部通報制度運用規程
において、通報者に不利益が及ばない内部通報制度を整備し、当社グループのすべての取
締役及び使用人に対し周知徹底をはかることとしております。

ウ．内部通報があったときは速やかにその事実関係を調査し、その結果を取締役及び監査役か
ら構成されるリスク・コンプライアンス委員会に報告しております。

⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支出した費用等の償還、負
担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行により生じたものでな
いことを証明できる場合を除き、これに応じることとしております。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア．監査役は、代表取締役及び業務執行取締役と定期的に会合を行うことで、経営方針及び統

制環境の把握に努めております。
イ．子会社監査役との情報交換その他の連携により各監査が円滑に行われるよう、監査環境の

整備に協力することとしております。
ウ．監査役が監査の実施にあたり必要に応じて、当社の費用負担により弁護士、公認会計士等

の外部専門家を監査業務に活用することを認めております。

⑩　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
ア．当社グループは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的な勢力に対して、

毅然とした態度を取り、経済的な利益は供与しないことを基本方針としております。
イ．組織としての対応方針としては反社会的勢力排除規程において明確化するとともに、警察

及び弁護士等の外部機関との連携体制を構築しております。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　取締役の職務執行

　当事業年度において取締役会を19回開催し、経営判断に基づく妥当性を満たすよう業務執行
の決定及び取締役の職務執行の監督を行いました。また、重要議案については経営会議等で事
前に十分審議したうえで取締役会へと上程し取締役の迅速かつ適正な意思決定を促進しました。

②　損失の危険の管理
　組織横断的リスク状況を把握し、稟議規程、与信管理規程その他社内規程に則って業務執行
するよう徹底しております。

③　監査役の職務執行
　当事業年度において監査役会を17回開催し、監査役会で定めた基準に基づき策定した監査方
針・監査計画に従って監査を実施いたしました。子会社を含めた取締役会及び経営会議等の重
要な会議への出席や保育施設の往査、代表取締役、会計監査人及び内部監査室との間で定期的
に情報交換等を行うことで、取締役の職務執行の監査、内部統制システムの整備並びに運用状
況を確認しております。

④　内部監査の実施
　内部監査室は、監査計画に基づき、当社及び子会社の内部監査を実施いたしました。監査結
果は代表取締役に報告され、被監査部門の責任者に改善事項の指摘を実施しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

 

（資  産  の  
 

部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
長 期 前 払 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

2,991,542
1,804,055

862,059
327,276
△1,848

3,139,740
1,469,342
1,278,803

3,568
154,294
32,676

105,983
32,968
73,015

1,564,413
819,159
49,163

340,984
355,105

892
△892

 

（負  債  の  
 

部）
流 動 負 債 2,203,942

買 掛 金 21,248
短 期 借 入 金 400,000
一 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 330,664
未 払 金 696,925
未 払 法 人 税 等 132,333
賞 与 引 当 金 35,949
そ の 他 586,821

固 定 負 債 2,102,567
長 期 借 入 金 2,038,164
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 13,010
資 産 除 去 債 務 48,928
そ の 他 2,464

負 債 合 計 4,306,509
 

（純 資 産 の
 

部）
株 主 資 本 1,824,772

資 本 金 450,658
資 本 剰 余 金 528,158
利 益 剰 余 金 846,148
自 己 株 式 △191

純 資 産 合 計 1,824,772
資 産 合 計 6,131,282 負 債 純 資 産 合 計 6,131,282
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連 結 損 益 計 算 書

(2019年 1 月 1 日から
2019年12月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 10,050,775
売 上 原 価 8,463,628
売 上 総 利 益 1,587,147
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,101,443
営 業 利 益 485,703
営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,554
そ の 他 1,721 7,275

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,795
障 害 者 雇 用 納 付 金 10,150
そ の 他 3,335 32,280

経 常 利 益 460,698
特 別 利 益

補 助 金 収 入 188,106 188,106
特 別 損 失

減 損 損 失 10,399
固 定 資 産 圧 縮 損 187,981 198,380

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 450,424
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 194,749
法 人 税 等 調 整 額 △31,602 163,146
当 期 純 利 益 287,277
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 287,277
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連結株主資本等変動計算書

(2019年 1 月 1 日から
2019年12月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

純 資 産 合 計
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 399,520 477,020 558,870 － 1,435,410 1,435,410

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 46,368 46,368 92,736 92,736

新 株 の 発 行
（ 新 株 予 約 権 の 行 使 ） 4,770 4,770 9,540 9,540

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 287,277 287,277 287,277

自 己 株 式 の 取 得 △191 △191 △191

当 期 変 動 額 合 計 51,138 51,138 287,277 △191 389,361 389,361

当 期 末 残 高 450,658 528,158 846,148 △191 1,824,772 1,824,772
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　２社
連結子会社の名称　　　　　　株式会社テノ．コーポレーション

株式会社テノ．サポート

⑵　持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　３～40年
その他　　　　　３～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

②　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に
帰属する額を計上しております。
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ハ．役員退職慰労引当金　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期
末要支給額を計上しております。

③　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、７年間の定額法により償却を行っております。
ロ．消費税等の会計処理　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　　　　　　　　　　　　　ただし、一部の連結子会社については固定資産に係る控除対象外消費税
等を個々の資産の取得原価に算入しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当連結会計年
度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しております。

３．追加情報
　当社の連結子会社である株式会社テノ．サポートは、2019年12月25日、株式会社トップランとの間で、同
社介護事業（デイサービス）を譲り受けることについて合意し、これに係る契約を締結いたしました。

⑴　当該事業の譲受けの目的
　当社グループは、経営理念の一つとして「私たちは、女性のライフステージを応援します。」を掲げ、
社会が変化する中で“女性”が育児をしても、家事をしても、介護をしてもなお、働き続けるためには、「い
ったい何が必要なのか」を基本に事業展開してまいりました。
　また、当社グループでは、女性のライフステージを取り巻く多様な社会ニーズに対応すべく当社グルー
プの事業ドメイン（育児・家事・介護）に沿った新規事業の開発を、重要な成長戦略の一つと位置付けて
おります。
　このような方針の基、介護サービス事業への新規参入（当社グループのサービスラインアップの拡充）
及び介護サービス事業の更なる拡大による当社グループの企業価値の向上を目指すことを目的として本件
事業譲渡契約書を締結することといたしました。
　なお、現在の主力事業である保育事業についても更なる成長を目指し運営施設数の拡大に注力していく
方針に変更はございません。

⑵　当該事業譲受の相手先
株式会社トップラン
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⑶　企業結合日
　所管当局の正式な許認可を取得することを前提として、2020年３月１日の事業譲受の完了を予定して
おります。

⑷　企業結合の法的形式
事業譲受

⑸　譲り受ける資産・負債の額
　取得対象事業の資産及び負債の額は2019年10月31日現在、主として建物附属設備等の有形固定資産等
の資産合計36百万円、各リース資産に係るリース負債の負債合計２百万円となりますが、最終的には事業
譲受日の簿価での譲受けを予定しております。

⑹　取得する事業の取得原価
235百万円

４．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 797,899千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

①　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 1,463,200株 3,183,500株 －株 4,646,700株

（注）発行済株式の総数の増加は、2019年１月21日を払込期日とするオーバーアロットメントによる
売出しに関連して行う第三者割当増資による新株式発行52,500株（分割前）増加、株式分割（１
株を３株に分割）の実施により3,057,800株増加、新株予約権の行使により（発行済株式の総数
は株式分割前において13,200株、株式分割後において60,000株）増加しております。
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②　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 －株 183株 －株 183株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り183株（分割後）による増加分であります。

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等
　　該当事項はありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株 式 の 種 類 配 当 の 原 資 配 当 金 の 総 額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年３月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 37,172千円 ８円00銭 2019年12月31日 2020年３月26日

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的と
なる株式の種類及び数

普通株式 75,600株
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達について
は主に銀行等金融機関からの借入により行っております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、長期貸付金（建設協力金）、
敷金及び保証金は主に当社グループの運営する保育所建物の賃貸借契約によるものであり、信用リスクに
晒されております。
　未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の期日のものであります。
　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達を目
的としたものであり、支払期日は最長のもので10年であります。
　売掛金に係る信用リスクは、「与信管理規程」等に沿ってリスク低減を図っております。
　長期貸付金（建設協力金）に係る信用リスクは、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時、
その他適時に契約先の信用状況の把握に努めております。
　敷金及び保証金に係る信用リスクは、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時、その他適時
に契約先の信用状況の把握に努めております。
　借入金は流動性リスクに晒されておりますが、月次で資金繰り表を作成し、グループ全体の資金繰り動
向を把握・管理しております。また、一部の長期借入金は金利変動リスクに晒されておりますが、現状の
低い金利水準を鑑み、金利変動リスクを回避するためのデリバティブ取引は利用しておりません。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格がない場合には、合理的に算定された価額が含まれております。当該価
額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額
が変動することがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2019年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 現 金 及 び 預 金 1,804,055千円 1,804,055千円 －千円

⑵ 売 掛 金 （ ＊ ） 860,210 860,210 －

⑶ 長 期 貸 付 金 819,159 853,297 34,137

⑷ 敷 金 及 び 保 証 金 355,105 347,695 △7,409

資 産 計 3,838,531 3,865,259 26,728

⑴ 未 払 金 696,925 696,925 －

⑵ 短 期 借 入 金 400,000 400,000 －

⑶ 長期借入金（１年内返済予定
の 長 期 借 入 金 を 含 む ） 2,368,828 2,372,643 3,814

負 債 計 3,465,753 3,469,568 3,814

（＊）売掛金に対する貸倒引当金を控除しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産
⑴　現金及び預金、⑵　売掛金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

⑶　長期貸付金、⑷　敷金及び保証金
　時価については、将来キャッシュ・フローを国債利回り等適切な指標で割り引いた現在価値に
より算定しております。

負　債
⑴　未払金、⑵　短期借入金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

⑶　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入等を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法によっております。
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２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現 金 及 び 預 金 1,804,055 － － －

売 掛 金 862,059 － － －

長 期 貸 付 金 37,781 154,998 226,635 399,743

合 計 2,703,896 154,998 226,635 399,743

３．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短 期 借 入 金 400,000 － － － － －

長 期 借 入 金 330,664 326,467 361,866 324,400 322,535 702,894

合 計 730,664 326,467 361,866 324,400 322,535 702,894

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産 392円72銭
⑵　１株当たり当期純利益 62円81銭
（注）2019年７月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定してお
ります。
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貸　借　対　照　表
（2019年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

 

（資  産  の  
 

部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

1,221,669
771,318

5,438
386,741
47,833
10,337

3,073,212
20,748

4,901
12,278
3,568

52,072
49,653
2,419

3,000,390
285,683

2,706,545
8,097

63

 

（負  債  の  
 

部）
流 動 負 債 836,290

短 期 借 入 金 400,000
一年内返済予定の長期借入金 330,664
リ ー ス 債 務 1,460
未 払 金 66,238
未 払 費 用 389
未 払 法 人 税 等 23,879
未 払 消 費 税 等 5,215
預 り 金 7,910
賞 与 引 当 金 530

固 定 負 債 2,053,639
長 期 借 入 金 2,038,164
長 期 リ ー ス 債 務 2,464
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 13,010

負 債 合 計 2,889,929
 

（純 資 産 の
 

部）
株 主 資 本 1,404,952

資 本 金 450,658
資 本 剰 余 金 792,509

資 本 準 備 金 460,658
そ の 他 資 本 剰 余 金 331,851

利 益 剰 余 金 161,976
そ の 他 利 益 剰 余 金 161,976

繰 越 利 益 剰 余 金 161,976
自 己 株 式 △191

純 資 産 合 計 1,404,952
資 産 合 計 4,294,882 負 債 純 資 産 合 計 4,294,882
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損　益　計　算　書

(2019年 1 月 1 日から
2019年12月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

営 業 収 益 420,000
営 業 費 用 376,263
営 業 利 益 43,736
営 業 外 収 益

受 取 利 息 61,353
そ の 他 210 61,563

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,795
株 式 交 付 費 417 19,212

経 常 利 益 86,086
税 引 前 当 期 純 利 益 86,086
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 34,588
法 人 税 等 調 整 額 △5,914 28,673
当 期 純 利 益 57,413
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株主資本等変動計算書

(2019年 1 月 1 日から
2019年12月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

純　資　産
合　　計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合　　　計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 399,520 409,520 331,851 741,371 104,563 104,563 － 1,245,455 1,245,455

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 46,368 46,368 46,368 92,736 92,736
新株の発行（新株予
約権の行使） 4,770 4,770 4,770 9,540 9,540

当 期 純 利 益 57,413 57,413 57,413 57,413

自 己 株 式 の 取 得 △191 △191 △191

当 期 変 動 額 合 計 51,138 51,138 － 51,138 57,413 57,413 △191 159,497 159,497

当 期 末 残 高 450,658 460,658 331,851 792,509 161,976 161,976 △191 1,404,952 1,404,952
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
　子会社株式　移動平均法による原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備は、定額法を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　３～10年
工具、器具及び備品　　　３～５年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　自社利用のソフトウエア　　　社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。
③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

⑶　引当金の計上基準
①　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属

する額を計上しております。
②　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。

⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　繰延資産の処理方法

　株式交付費　　　　　　　　　　株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。
②　消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当事業年度か
ら適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する方法に変更しております。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 17,639千円
⑵　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 57,896千円
②　短期金銭債務 1,283千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
営業収益 420,000千円

営業取引以外の取引高 61,349千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数

普 通 株 式 ―株 183株 ―株 183株
（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り183株（分割後）による増加分であります。
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 161千円
未払事業税 2,020千円
役員退職慰労引当金 3,963千円
繰延資産償却超過額 5,864千円
その他 51千円

計 12,060千円
評価性引当額 △3,963千円
繰延税金資産　合計 8,097千円
繰延税金資産の純額 8,097千円

７．関連当事者との取引に関する注記
子会社

種 類 会 社 等 の 名 称 議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合 関連当事者との関係 取 引 内 容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社 株 式 会 社 テ ノ .
コーポレーション

所有
直接　 100.0％

役員の兼任
経営指導

資金の貸付

債務被保証

経 営 指 導 料
(注)1

資 金 の 貸 付
(注)2
資 金 の 回 収
利 息 の 受 取
(注)2

銀行借入に対
する債務被保
証(注)3

318,180

963,244

1,367,400
60,144

1,341,163

未 収 入 金

関係会社短期
貸 付 金
関係会社長期
貸 付 金

29,136

381,941

2,668,545

子 会 社 株 式 会 社 テ ノ .
サ ポ ー ト

所有
直接　 100.0％

役員の兼任
経営指導

資金の貸付

債務被保証

経 営 指 導 料
(注)1

資 金 の 貸 付
(注)2
資 金 の 回 収
利 息 の 受 取
(注)2

銀行借入に対
する債務被保
証(注)3

101,820

795,000

799,800
1,205

390,332

未 収 入 金

関係会社短期
貸 付 金
関係会社長期
貸 付 金

29,136

4,800

38,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．経営指導料については、業務内容を勘案して当事者の契約により決定しております。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
３．銀行借入に対する債務被保証については、期末残高を記載しております。なお、当該債務被保証に対

する保証料の授受はありません。
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８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産 302円37銭
⑵　１株当たり当期純利益 12円55銭
（注）当社は、2019年７月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。当事業年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定し
ております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年２月20日

株 式 会 社 テ ノ . ホ ー ル デ ィ ン グ ス
取 締 役 会 　 御 中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 只 隈 洋 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮 㟢 　 健 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社テノ.ホールディングスの2019年１月１
日から2019年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社テノ.ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年２月20日

株 式 会 社 テ ノ . ホ ー ル デ ィ ン グ ス
取 締 役 会 　 御 中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 只 隈 洋 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 宮 㟢 　 健 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社テノ.ホールディングスの2019年
１月１日から2019年12月31日までの第5期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年１月１日から2019年12月31日までの第５期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受

けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。

⑵各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年２月26日
株 式 会 社 テ ノ ． ホ ー ル デ ィ ン グ ス 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 田 中 　 隆 一 ㊞
社 外 監 査 役 古 賀 　 光 雄 ㊞
社 外 監 査 役 宮 野 　 祐 輔 ㊞
（注）監査役古賀光雄及び宮野祐輔の両氏は、会

社法第２条第16号及び第335条第３項に
定める社外監査役であります。

以　上
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＜交通手段＞
JR博多駅から

徒歩　　　約10分
地下鉄中州川端駅から

徒歩　　　約10分
西鉄福岡（天神）駅から

徒歩　　　約15分
福岡空港から

タクシー　約20分

新型コロナウイルスに関するお知らせ

新型コロナウイルスの感染が広がっています。
本株主総会にご出席される株主様は、株主総会開催
日現在の感染状況やご自身の体調をお確かめのう
え、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、
ご来場賜りますようお願い申し上げます。
また、本株主総会会場において、感染予防のための
措置を講じる場合もありますので、ご協力のほどお
願い申し上げます。

※　お土産をご用意しておりますが、議決権行使書用紙の枚数にかかわらず、
　　ご出席の株主お一人様に対し１個とさせていただきます。

地図


